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付属統計表（企業調査）

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



56 57

鉱業，採石
業，砂利採取

業 建設業 製造業

電気・ガス・
熱供給・水道

業 情報通信業
運輸業，郵便

業
卸売業，小売

業
金融業，保険

業

F1 主たる業種                                                                           F1 主たる業種

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

調査シリーズNo.195
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56 57

鉱業，採石
業，砂利採取

業 建設業 製造業

電気・ガス・
熱供給・水道

業 情報通信業
運輸業，郵便

業
卸売業，小売

業
金融業，保険

業

F1 主たる業種                                                                           F1 主たる業種

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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1980年以前 1980～1989年 1990～1999年 2000～2009年 2010年以降 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F2 創業年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1990～1999年

2000～2009年

無回答

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

不動産業，物
品賃貸業

学術研究，専
門・技術サー

ビス業
宿泊業，飲食
サービス業

生活関連サー
ビス業，娯楽

業
教育，学習支

援業 医療，福祉
その他サービ

ス業 無回答 合計

F1 主たる業種                                                                           F1 主たる業種
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1980年以前 1980～1989年 1990～1999年 2000～2009年 2010年以降 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F2 創業年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1990～1999年

2000～2009年

無回答

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

不動産業，物
品賃貸業

学術研究，専
門・技術サー

ビス業
宿泊業，飲食
サービス業

生活関連サー
ビス業，娯楽

業
教育，学習支

援業 医療，福祉
その他サービ

ス業 無回答 合計

F1 主たる業種                                                                           F1 主たる業種
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０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (2)従業員人数 (正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

30人未満 30～99人 100～299人 300～999人
1,000～4,999

人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (1)従業員人数 (総数)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (2)従業員人数 (正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

30人未満 30～99人 100～299人 300～999人
1,000～4,999

人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (1)従業員人数 (総数)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F4 正規雇用従業員の平均年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (3)従業員人数 (非正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F4 正規雇用従業員の平均年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (3)従業員人数 (非正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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10％未満
10％以上20％

未満
20％以上30％

未満
30％以上40％

未満
40％以上50％

未満 50％以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F6 正規雇用従業員の離職率

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

３年未満
３年以上５年

未満
５年以上10年

未満
10年以上15年

未満
15年以上20年

未満
20年以上25年

未満
25年以上30年

未満 30年以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F5 正規雇用従業員の平均勤続年数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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10％未満
10％以上20％

未満
20％以上30％

未満
30％以上40％

未満
40％以上50％

未満 50％以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F6 正規雇用従業員の離職率

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

３年未満
３年以上５年

未満
５年以上10年

未満
10年以上15年

未満
15年以上20年

未満
20年以上25年

未満
25年以上30年

未満 30年以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F5 正規雇用従業員の平均勤続年数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

調査シリーズNo.195
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－ 66 －

66 67

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1 退職金制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

ある ない 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F7 労働組合の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 67 －

66 67

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1 退職金制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

ある ない 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F7 労働組合の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

調査シリーズNo.195
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－ 68 －

68 69

支給額は増加
している

横ばいであ
る

支給額は減少
している 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問2 過去5年間の退職金支給額の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

社内準備
中小企業退職
金共済制度

特定退職金共
済制度 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問1 退職金の支払準備形態

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195
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－ 69 －

68 69

支給額は増加
している

横ばいであ
る

支給額は減少
している 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問2 過去5年間の退職金支給額の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

社内準備
中小企業退職
金共済制度

特定退職金共
済制度 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問1 退職金の支払準備形態

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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－ 70 －

70 71

2年以下 3～4年 5～7年 8～10年 11年以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の分割で支給する最長期間

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

一括で支給し
ている

分割で支給し
ている その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の支給方法

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195
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－ 71 －

70 71

2年以下 3～4年 5～7年 8～10年 11年以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の分割で支給する最長期間

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

一括で支給し
ている

分割で支給し
ている その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の支給方法

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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－ 72 －

72 73

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 ある年齢以降で退職金を支給することができる（具体的な年齢）

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

できる できない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 退職金の早期支給制度の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195
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－ 73 －

72 73

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 ある年齢以降で退職金を支給することができる（具体的な年齢）

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

できる できない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 退職金の早期支給制度の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 74 －

74 75

従業員が老後
の資産形成を

するため

従業員の生活
資金を補うた

め

従業員が住宅
ローン等の各
種返済をする

ため その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5-1 必要だと思う理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

はい いいえ 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5 定年前や退職前に、ある年齢以降で退職金を支
給することは必要と考えるか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 75 －

74 75

従業員が老後
の資産形成を

するため

従業員の生活
資金を補うた

め

従業員が住宅
ローン等の各
種返済をする

ため その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5-1 必要だと思う理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

はい いいえ 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5 定年前や退職前に、ある年齢以降で退職金を支
給することは必要と考えるか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 76 －

76 77

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2付問1 定年年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2 定年制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 77 －

76 77

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2付問1 定年年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2 定年制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 78 －

78 79

定年年齢の引
上げ

定年年齢の引
下げ

再雇用制度の
導入

定年制の導
入

定年制の廃
止 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3付問1 どのような変更を行ったか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

変更があっ
た

変更はなかっ
た 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3 過去5年間の定年制度に関する変更の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 79 －

78 79

定年年齢の引
上げ

定年年齢の引
下げ

再雇用制度の
導入

定年制の導
入

定年制の廃
止 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3付問1 どのような変更を行ったか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

変更があっ
た

変更はなかっ
た 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3 過去5年間の定年制度に関する変更の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 80 －

80 81

給与水準は
100より高い

給与水準は80
～99の間であ

る

給与水準は60
～79の間であ

る

給与水準は40
～59の間であ

る
給与水準は39
以下である 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4付問1 旧定年年齢以降の給与水準(月収)の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

給与水準 役職 就労時間 就労日数 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4 旧定年年齢を超えて働き続けている従業員の労働条件の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 81 －

80 81

給与水準は
100より高い

給与水準は80
～99の間であ

る

給与水準は60
～79の間であ

る

給与水準は40
～59の間であ

る
給与水準は39
以下である 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4付問1 旧定年年齢以降の給与水準(月収)の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

給与水準 役職 就労時間 就労日数 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4 旧定年年齢を超えて働き続けている従業員の労働条件の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 82 －

82 83

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｲ 年金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｱ 一般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 83 －

82 83

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｲ 年金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｱ 一般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 84 －

84 85

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｴ 社内預金
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｳ 住宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 85 －

84 85

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｴ 社内預金
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｳ 住宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 86 －

86 87

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｶ ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｵ 従業員持株
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 87 －

86 87

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｶ ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｵ 従業員持株
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 88 －

88 89

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｸ 確定給付年
金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｷ 確定拠出年金
(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 89 －

88 89

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｸ 確定給付年
金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｷ 確定拠出年金
(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 90 －

90 91

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｺ 職場

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｹ 職場積立

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 91 －

90 91

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｺ 職場

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｹ 職場積立

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 92 －

92 93

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 93 －

92 93

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 94 －

94 95

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 95 －

94 95

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 96 －

96 97

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 97 －

96 97

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 98 －

98 99

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 99 －

98 99

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 100 －

100 101

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 101 －

100 101

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 102 －

102 103

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 103 －

102 103

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 104 －

104 105

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 105 －

104 105

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 106 －

106 107

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 107 －

106 107

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 108 －

108 109

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 109 －

108 109

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 110 －

110 111

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 111 －

110 111

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 112 －

112 113

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

制度利用のﾆｰ
ｽﾞが少ない

従業員の流動
性が高く､離
転職時の事務
負担が大きい

制度があるこ
とを知らな

かった その他 無回答 合計

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

事務負担が重
い

制度の内容が
よくわからな

い
制度に制約が

多い

他の資産形成
支援制度が既

にある

金利が低く税
制上の優遇措
置に魅力がな

い

金融機関から
勧められたこ

とがない

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 113 －

112 113

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

制度利用のﾆｰ
ｽﾞが少ない

従業員の流動
性が高く､離
転職時の事務
負担が大きい

制度があるこ
とを知らな

かった その他 無回答 合計

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

事務負担が重
い

制度の内容が
よくわからな

い
制度に制約が

多い

他の資産形成
支援制度が既

にある

金利が低く税
制上の優遇措
置に魅力がな

い

金融機関から
勧められたこ

とがない

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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増加している
（５年前は導
入していな

かった場合を
含む）

横ばいであ
る

減少してい
る

以前から加入
者はいない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8 従業員の財形貯蓄制度加入件数の変化(5年前との比較)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

事務負担が重
い

従業員の財形
貯蓄制度利用
のニーズが少

ない

他の資産形成
支援制度の方
がより従業員
のニーズが多

い

従業員の流動
性が高く、離
転職時の手続
きの事務負担

が大きい その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問7 財形貯蓄の導入を廃止したのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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増加している
（５年前は導
入していな

かった場合を
含む）

横ばいであ
る

減少してい
る

以前から加入
者はいない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8 従業員の財形貯蓄制度加入件数の変化(5年前との比較)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

事務負担が重
い

従業員の財形
貯蓄制度利用
のニーズが少

ない

他の資産形成
支援制度の方
がより従業員
のニーズが多

い

従業員の流動
性が高く、離
転職時の手続
きの事務負担

が大きい その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問7 財形貯蓄の導入を廃止したのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

企業として制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

金融機関が制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

他の制度の方
が魅力的で利
用する人が増

えた その他 無回答 合計

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

従業員数が
減った

従業員に貯蓄
する余裕が無

くなった

従業員の貯蓄
に対する関心

が薄れた

企業を通さな
い貯蓄手段の
選択が増えた

貯蓄額を知ら
れたくない従
業員が増えた

金利の低
迷

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

企業として制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

金融機関が制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

他の制度の方
が魅力的で利
用する人が増

えた その他 無回答 合計

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

従業員数が
減った

従業員に貯蓄
する余裕が無

くなった

従業員の貯蓄
に対する関心

が薄れた

企業を通さな
い貯蓄手段の
選択が増えた

貯蓄額を知ら
れたくない従
業員が増えた

金利の低
迷

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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預貯金
合同運用信

託 有価証券 保険商品
わからな

い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問10 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融商品

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1社 2社 3～5社 6～10社 11～20社 21社以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問9 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融機関の数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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預貯金
合同運用信

託 有価証券 保険商品
わからな

い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問10 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融商品

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1社 2社 3～5社 6～10社 11～20社 21社以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問9 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融機関の数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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解約の手続き

住宅財形の支
払用件・添付
書類のチェッ

ク
新規申込の手

続き
積立額変更の

手続き
従業員からの
問合せ対応

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

積極的に加入
するように推
奨している

制度の周知は
しているが、
加入の推奨は
していない

特に周知はし
ていないが、
申込みがあれ
ば受け付けて

いる その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問11 財形貯蓄制度への加入推奨の程度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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解約の手続き

住宅財形の支
払用件・添付
書類のチェッ

ク
新規申込の手

続き
積立額変更の

手続き
従業員からの
問合せ対応

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

積極的に加入
するように推
奨している

制度の周知は
しているが、
加入の推奨は
していない

特に周知はし
ていないが、
申込みがあれ
ば受け付けて

いる その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問11 財形貯蓄制度への加入推奨の程度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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122 123

預入機関を自
由に変更

従業員転職
後･退職後の
加入継続

55歳以上の従
業員の加入

積立要件の緩
和

退職時一時金
の預入

利子非課税枠
の拡大

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

非課税管理に
関する事務 給与の天引き その他 無回答 合計

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと
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預入機関を自
由に変更

従業員転職
後･退職後の
加入継続

55歳以上の従
業員の加入

積立要件の緩
和

退職時一時金
の預入

利子非課税枠
の拡大

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

非課税管理に
関する事務 給与の天引き その他 無回答 合計

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと
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124 125

財形貯蓄制度
を今後も現状
どおり実施し

てほしい

財形貯蓄制度
の一層の充実
を図ってほし

い
財形貯蓄制度
は必要ない その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問14 財形貯蓄制度の長期的な方向性についての意見

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

住宅財形の払
出要件の緩和

制度運営にあ
たっての事務

の簡素化

非課税申告書
の電子ﾃﾞｰﾀ提

出 その他 無回答 合計

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望
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124 125

財形貯蓄制度
を今後も現状
どおり実施し

てほしい

財形貯蓄制度
の一層の充実
を図ってほし

い
財形貯蓄制度
は必要ない その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問14 財形貯蓄制度の長期的な方向性についての意見

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

住宅財形の払
出要件の緩和

制度運営にあ
たっての事務

の簡素化

非課税申告書
の電子ﾃﾞｰﾀ提

出 その他 無回答 合計

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望
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付属統計表（従業員調査）

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



128 129

男性 女性 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F1 性別

総数

F1 性別 男性

女性

無回答
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男性 女性 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F1 性別

総数

F1 性別 男性

女性

無回答
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130 131

配偶者 子ども
あなた又は配
偶者の親 その他

なし（自分の
み） 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F3 生計を共にしているご家族

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F2 年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答
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配偶者 子ども
あなた又は配

偶者の親 その他
なし（自分の

み） 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F3 生計を共にしているご家族

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F2 年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答
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管理職
専門・技術

職
事務・営業

職
販売・対人
サービス職

生産・技能
職 その他 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F5 職種

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

持ち家（住宅
ローンが残っ

ている）

持ち家（住宅
ローンが残っ
ていない）

賃貸住宅（借
家、アパー

ト、マンショ
ン等）

給与住宅（社
宅、借り上げ

社宅等）
その他（親元

等） 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F4 現在のお住まい

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳
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管理職
専門・技術

職
事務・営業

職
販売・対人
サービス職

生産・技能
職 その他 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F5 職種

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

持ち家（住宅
ローンが残っ

ている）

持ち家（住宅
ローンが残っ
ていない）

賃貸住宅（借
家、アパー

ト、マンショ
ン等）

給与住宅（社
宅、借り上げ

社宅等）
その他（親元

等） 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F4 現在のお住まい

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳
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0～2年 3～5年 6～10年 11～15年 16～19年 20年以上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F7 勤続年数

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

正規雇用社
員 契約社員

嘱託社員（再
雇用者）

パートタイ
ム・アルバイ

ト その他 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳
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0～2年 3～5年 6～10年 11～15年 16～19年 20年以上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F7 勤続年数

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

正規雇用社
員 契約社員

嘱託社員（再
雇用者）

パートタイ
ム・アルバイ

ト その他 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳
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2社目 3社目 4～5社目 6～9社目 10社目以上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F8付問1 現在の勤め先は何社目か

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

ない ある 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F8 退職･転職経験の有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳
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2社目 3社目 4～5社目 6～9社目 10社目以上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F8付問1 現在の勤め先は何社目か

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

ない ある 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F8 退職･転職経験の有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳
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200万円未満
200～400万円

未満
400～600万円

未満
600～800万円

未満
800～1,000万

円未満
1,000～1,500
万円未満

1,500万円以
上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F9(2) 昨年一年間のあなたの家の世帯年収

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

200万円未満
200～400万円

未満
400～600万円

未満
600～800万円

未満
800～1,000万

円未満
1,000～1,500
万円未満

1,500万円以
上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F9(1) 昨年一年間のあなたの年収

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳
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200万円未満
200～400万円

未満
400～600万円

未満
600～800万円

未満
800～1,000万

円未満
1,000～1,500
万円未満

1,500万円以
上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F9(2) 昨年一年間のあなたの家の世帯年収

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

200万円未満
200～400万円

未満
400～600万円

未満
600～800万円

未満
800～1,000万

円未満
1,000～1,500
万円未満

1,500万円以
上 無回答 合計

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

45～49歳

50～54歳

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

55～59歳

60歳以上

無回答

F9(1) 昨年一年間のあなたの年収

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 140 －

140 141

財産形成貯蓄
制度

社内預金制
度

従業員持株制
度

ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ制
度

確定給付年金
企業型確定拠
出年金(企業

型DC)
職場積立

職場iDeCo 無回答 合計

問1（2） 充実してほしい、利用できるようにしてほしい制度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

財産形成貯蓄
制度

社内預金制
度

従業員持株制
度

ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ制
度

確定給付年金
企業型確定拠
出年金(企業

型DC)
職場積立

職場iDeCo 無回答 合計

問1（1） 利用したことがある制度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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財産形成貯蓄
制度

社内預金制
度

従業員持株制
度

ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ制
度

確定給付年金
企業型確定拠
出年金(企業

型DC)
職場積立

職場iDeCo 無回答 合計

問1（2） 充実してほしい、利用できるようにしてほしい制度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

財産形成貯蓄
制度

社内預金制
度

従業員持株制
度

ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ制
度

確定給付年金
企業型確定拠
出年金(企業

型DC)
職場積立

職場iDeCo 無回答 合計

問1（1） 利用したことがある制度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

税制上の優遇
措置に魅力が

ない
自由に預け替
えができない

勤め先から勧
められなかっ

た

金融機関に特
に勧められな

かった

定期的に積み
立てて貯蓄を
するほど給与
に余裕がない

転職や退職の
ことを考える
と､勤め先の
制度は財形貯
蓄制度を利用
したくない その他 無回答 合計

問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか                                             問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか

財形貯蓄制度
の存在を知ら

なかった

勤め先に財形
貯蓄制度がな

い

勤め先に財形
貯蓄制度はあ
るが､利用で
きる対象者で

はない

勤め先を通じ
ず個人で貯蓄
する方が便利

だから

勤め先に貯蓄
額を知られた

くない

他の資産形成
支援制度を利
用している

手続き等が面
倒だから

年齢要件の制
約により加入
できなかった

問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか                                             問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

税制上の優遇
措置に魅力が

ない
自由に預け替
えができない

勤め先から勧
められなかっ

た

金融機関に特
に勧められな

かった

定期的に積み
立てて貯蓄を
するほど給与
に余裕がない

転職や退職の
ことを考える
と､勤め先の
制度は財形貯
蓄制度を利用
したくない その他 無回答 合計

問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか                                             問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか

財形貯蓄制度
の存在を知ら

なかった

勤め先に財形
貯蓄制度がな

い

勤め先に財形
貯蓄制度はあ
るが､利用で
きる対象者で

はない

勤め先を通じ
ず個人で貯蓄
する方が便利

だから

勤め先に貯蓄
額を知られた

くない

他の資産形成
支援制度を利
用している

手続き等が面
倒だから

年齢要件の制
約により加入
できなかった

問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか                                             問2 財形貯蓄制度を利用したことがないのは、なぜか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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ある ない 無回答 合計

問3付問1  勤め先からの補助(奨励金)
の有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

現在利用して
いる

現在利用して
いない 無回答 合計

問3 一般財形を利用していますか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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ある ない 無回答 合計

問3付問1  勤め先からの補助(奨励金)
の有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

現在利用して
いる

現在利用して
いない 無回答 合計

問3 一般財形を利用していますか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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毎月、給与を
受け取ったと

き

年に数回、賞
与を受け取っ

たとき

毎月の給与と
年に数回の賞
与を受け取っ
たときの両方 その他 無回答 合計

問3付問3  一般財形の積み立てをする頻度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上 無回答 合計

問3付問2 一般財形の積み立てをはじめた年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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毎月、給与を
受け取ったと

き

年に数回、賞
与を受け取っ

たとき

毎月の給与と
年に数回の賞
与を受け取っ
たときの両方 その他 無回答 合計

問3付問3  一般財形の積み立てをする頻度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上 無回答 合計

問3付問2 一般財形の積み立てをはじめた年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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50万円未満
50～100万円

未満
100～200万円

未満
200～300万円

未満
300～400万円

未満
400～500万円

未満
500～600万円

未満
600万円以

上 無回答 合計

問3付問5 一般財形の現在の貯蓄額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

2万円未満
2～5万円未

満
5～10万円未

満
10～15万円未

満
15～20万円未

満
20～30万円未

満 30万円以上 無回答 合計

問3付問4 毎年、一般財形に積み立てている金額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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50万円未満
50～100万円

未満
100～200万円

未満
200～300万円

未満
300～400万円

未満
400～500万円

未満
500～600万円

未満
600万円以

上 無回答 合計

問3付問5 一般財形の現在の貯蓄額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

2万円未満
2～5万円未

満
5～10万円未

満
10～15万円未

満
15～20万円未

満
20～30万円未

満 30万円以上 無回答 合計

問3付問4 毎年、一般財形に積み立てている金額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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現在利用して
いる

現在利用して
いない 無回答 合計

問4 年金財形を利用していますか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

預貯金
合同運用信

託 有価証券 保険商品
わからな

い 無回答 合計

問3付問6 一般財形の積み立てをしている金融商品

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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現在利用して
いる

現在利用して
いない 無回答 合計

問4 年金財形を利用していますか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

預貯金
合同運用信

託 有価証券 保険商品
わからな

い 無回答 合計

問3付問6 一般財形の積み立てをしている金融商品

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上 無回答 合計

問4付問2 年金財形の積み立てをはじめた年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

ある ない 無回答 合計

問4付問1 勤め先からの補助(奨励金)の
有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上 無回答 合計

問4付問2 年金財形の積み立てをはじめた年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

ある ない 無回答 合計

問4付問1 勤め先からの補助(奨励金)の
有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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2万円未満
2～5万円未

満
5～10万円未

満
10～15万円未

満
15～20万円未

満
20～30万円未

満 30万円以上 無回答 合計

問4付問4 毎年、年金財形に積み立てている金額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

毎月、給与を
受け取ったと

き

年に数回、賞
与を受け取っ

たとき

毎月の給与と
年に数回の賞
与を受け取っ
たときの両方 その他 無回答 合計

問4付問3 年金財形の積み立てをする頻度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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2万円未満
2～5万円未

満
5～10万円未

満
10～15万円未

満
15～20万円未

満
20～30万円未

満 30万円以上 無回答 合計

問4付問4 毎年、年金財形に積み立てている金額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

毎月、給与を
受け取ったと

き

年に数回、賞
与を受け取っ

たとき

毎月の給与と
年に数回の賞
与を受け取っ
たときの両方 その他 無回答 合計

問4付問3 年金財形の積み立てをする頻度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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預貯金（定期
預金、定額貯

金）

合同運用信託
（金銭信託、
貸付信託）

有価証券（公
社債、公社債
投資信託、株
式投資信託）

保険商品（積
立保険、積立
傷害保険等）

わからな
い 無回答 合計

問4付問6 年金財形の積み立てをしている金融商品

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

50万円未満
50～100万円

未満
100～200万円

未満
200～300万円

未満
300～400万円

未満
400～500万円

未満
500～600万円

未満
600万円以

上 無回答 合計

問4付問5 年金財形の現在の貯蓄額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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預貯金（定期
預金、定額貯

金）

合同運用信託
（金銭信託、
貸付信託）

有価証券（公
社債、公社債
投資信託、株
式投資信託）

保険商品（積
立保険、積立
傷害保険等）

わからな
い 無回答 合計

問4付問6 年金財形の積み立てをしている金融商品

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

50万円未満
50～100万円

未満
100～200万円

未満
200～300万円

未満
300～400万円

未満
400～500万円

未満
500～600万円

未満
600万円以

上 無回答 合計

問4付問5 年金財形の現在の貯蓄額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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まだ決めてい
ない 無回答 合計

問4付問7 年金財形の積み立て終了予定の
年齢 未定

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳以上 無回答 合計

問4付問7 年金財形の積み立てが終了する予定の年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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まだ決めてい
ない 無回答 合計

問4付問7 年金財形の積み立て終了予定の
年齢 未定

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳以上 無回答 合計

問4付問7 年金財形の積み立てが終了する予定の年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳以上 無回答 合計

問4付問8 年金財形の受給開始予定年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

はい いいえ
わからな

い
定年はな

い 無回答 合計

問4付問7ｰ1 付問7の年齢は､お勤め先の定年と同じですか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳以上 無回答 合計

問4付問8 年金財形の受給開始予定年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

はい いいえ
わからな

い
定年はな

い 無回答 合計

問4付問7ｰ1 付問7の年齢は､お勤め先の定年と同じですか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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はい

いいえ（公的
年金の受給開
始より遅い時
期に受給を始
める予定）

いいえ（公的
年金の受給開
始と同じタイ
ミングで受給
を始める予

定）
まだ決めてい

ない 無回答 合計

問4付問9 年金財形の受給開始年齢は､公的老齢年金の受給開始よりも早い
か

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

まだ決めてい
ない 無回答 合計

問4付問8 年金財形の受給開始予定年齢
まだ決めていない

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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はい

いいえ（公的
年金の受給開
始より遅い時
期に受給を始
める予定）

いいえ（公的
年金の受給開
始と同じタイ
ミングで受給
を始める予

定）
まだ決めてい

ない 無回答 合計

問4付問9 年金財形の受給開始年齢は､公的老齢年金の受給開始よりも早い
か

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

まだ決めてい
ない 無回答 合計

問4付問8 年金財形の受給開始予定年齢
まだ決めていない

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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据置期間を利
用する予定が

ある

現在、据置期
間を利用して

いる

据置期間を利
用する予定は

ない
まだ決めてい

ない 無回答 合計

問4付問11 据置期間を利用する予定はあるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

説明があった
説明はなかっ

た わからない 無回答 合計

問4付問10 金融機関から公的年金の受給開始までのつなぎとして利用
できると説明があったか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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据置期間を利
用する予定が

ある

現在、据置期
間を利用して

いる

据置期間を利
用する予定は

ない
まだ決めてい

ない 無回答 合計

問4付問11 据置期間を利用する予定はあるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

説明があった
説明はなかっ

た わからない 無回答 合計

問4付問10 金融機関から公的年金の受給開始までのつなぎとして利用
できると説明があったか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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現在利用して
いる

現在利用して
いない 無回答 合計

問5 住宅財形の利用状況

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

５年
５年超～10年

未満
10～15年未

満
15～20年未

満 20年以上
まだ決めてい

ない 無回答 合計

問4付問12 年金財形の支払期間の予定

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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現在利用して
いる

現在利用して
いない 無回答 合計

問5 住宅財形の利用状況

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

５年
５年超～10年

未満
10～15年未

満
15～20年未

満 20年以上
まだ決めてい

ない 無回答 合計

問4付問12 年金財形の支払期間の予定

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上 無回答 合計

問5付問2 住宅財形の積み立てをはじめた年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

ある ない 無回答 合計

問5付問1 勤め先からの補助(奨励金)の
有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上 無回答 合計

問5付問2 住宅財形の積み立てをはじめた年齢

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

ある ない 無回答 合計

問5付問1 勤め先からの補助(奨励金)の
有無

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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2万円未満
2～5万円未

満
5～10万円未

満
10～15万円未

満
15～20万円未

満
20～30万円未

満 30万円以上 無回答 合計

問5付問4 毎年、住宅財形に積み立てている金額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

毎月、給与を
受け取ったと

き

年に数回、賞
与を受け取っ

たとき

毎月の給与と
年に数回の賞
与を受け取っ
たときの両方 その他 無回答 合計

問5付問3 住宅財形の積み立てをする頻度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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2万円未満
2～5万円未

満
5～10万円未

満
10～15万円未

満
15～20万円未

満
20～30万円未

満 30万円以上 無回答 合計

問5付問4 毎年、住宅財形に積み立てている金額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

毎月、給与を
受け取ったと

き

年に数回、賞
与を受け取っ

たとき

毎月の給与と
年に数回の賞
与を受け取っ
たときの両方 その他 無回答 合計

問5付問3 住宅財形の積み立てをする頻度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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預貯金（定期
預金、定額貯

金）

合同運用信託
（金銭信託、
貸付信託）

有価証券（公
社債、公社債
投資信託、株
式投資信託）

保険商品（積
立保険、積立
傷害保険等）

わからな
い 無回答 合計

問5付問6 住宅財形の積み立てをしている金融商品

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

50万円未満
50～100万円

未満
100～200万円

未満
200～300万円

未満
300～400万円

未満
400～500万円

未満
500～600万円

未満
600万円以

上 無回答 合計

問5付問5 住宅財形の現在の貯蓄額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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預貯金（定期
預金、定額貯

金）

合同運用信託
（金銭信託、
貸付信託）

有価証券（公
社債、公社債
投資信託、株
式投資信託）

保険商品（積
立保険、積立
傷害保険等）

わからな
い 無回答 合計

問5付問6 住宅財形の積み立てをしている金融商品

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

50万円未満
50～100万円

未満
100～200万円

未満
200～300万円

未満
300～400万円

未満
400～500万円

未満
500～600万円

未満
600万円以

上 無回答 合計

問5付問5 住宅財形の現在の貯蓄額

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

金融機関の担
当者に勧めら

れた

払い出しに制
限があるため
貯蓄しやすい

財形融資制度
を利用した

かった その他 無回答 合計

問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由           問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由

給与天引きに
より簡単に貯

蓄できる

勤め先が財形
貯蓄に対する
支援制度を採
用している

税制上の優遇
措置に魅力が

ある

他の貯蓄商品
に比べて運用
利回りが良い

勤め先に勧め
られた

問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由           問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

金融機関の担
当者に勧めら

れた

払い出しに制
限があるため
貯蓄しやすい

財形融資制度
を利用した

かった その他 無回答 合計

問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由           問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由

給与天引きに
より簡単に貯

蓄できる

勤め先が財形
貯蓄に対する
支援制度を採
用している

税制上の優遇
措置に魅力が

ある

他の貯蓄商品
に比べて運用
利回りが良い

勤め先に勧め
られた

問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由           問6 財形貯蓄制度を利用している（利用していた）理由

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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預入機関を自
由に変更でき
るようにして

ほしい

転職先に財形
貯蓄制度がな
い場合や退職
した場合で

も、加入を継
続できるよう
にしてほしい

(年金財形･住
宅財形につい
て)55歳以上
でも加入でき
るようにして

ほしい
積立要件を緩
和してほしい

退職時一時金
を預入できる
ようにしてほ

しい

 年金財形の
受給期間の上
限を延長して

ほしい

問8 財形貯蓄制度への要望                                             問8 財形貯蓄制度への要望

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

つみたて ジュニア
iDeCo（個人
型確定拠出年

金）
個人年金保

険 ない 無回答 合計

問7 利用している制度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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預入機関を自
由に変更でき
るようにして

ほしい

転職先に財形
貯蓄制度がな
い場合や退職
した場合で

も、加入を継
続できるよう
にしてほしい

(年金財形･住
宅財形につい
て)55歳以上
でも加入でき
るようにして

ほしい
積立要件を緩
和してほしい

退職時一時金
を預入できる
ようにしてほ

しい

 年金財形の
受給期間の上
限を延長して

ほしい

問8 財形貯蓄制度への要望                                             問8 財形貯蓄制度への要望

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

つみたて ジュニア
iDeCo（個人
型確定拠出年

金）
個人年金保

険 ない 無回答 合計

問7 利用している制度

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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財形貯蓄制度
を今後も現状
どおり実施し

てほしい

財形貯蓄制度
の一層の充実
を図ってほし

い
財形貯蓄制度
は必要ない その他 無回答 合計

問9 財形貯蓄制度の長期的な方向性についての意見

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

利子非課税枠
を拡大してほ

しい

住宅財形の払
出要件を緩和
してほしい

財形貯蓄制度
の手続きを簡
単にしてほし

い その他 無回答 合計

問8 財形貯蓄制度への要望                                             問8 財形貯蓄制度への要望
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財形貯蓄制度
を今後も現状
どおり実施し

てほしい

財形貯蓄制度
の一層の充実
を図ってほし

い
財形貯蓄制度
は必要ない その他 無回答 合計

問9 財形貯蓄制度の長期的な方向性についての意見

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

利子非課税枠
を拡大してほ

しい

住宅財形の払
出要件を緩和
してほしい

財形貯蓄制度
の手続きを簡
単にしてほし

い その他 無回答 合計

問8 財形貯蓄制度への要望                                             問8 財形貯蓄制度への要望
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一括 分割 その他 無回答 合計

問11付問1 退職金の支給のされ方

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

受け取ること
ができる

（再雇用等の
ため）既に受
け取っている

勤務先に退職
金制度はある
が、自分は受
け取ることが

できない
勤務先に退職
金制度がない

わからな
い 無回答 合計

問11 現在の勤め先から退職金を受け取ることができるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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一括 分割 その他 無回答 合計

問11付問1 退職金の支給のされ方

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

受け取ること
ができる

（再雇用等の
ため）既に受
け取っている

勤務先に退職
金制度はある
が、自分は受
け取ることが

できない
勤務先に退職
金制度がない

わからな
い 無回答 合計

問11 現在の勤め先から退職金を受け取ることができるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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はい いいえ
わからな

い 無回答 合計

問11付問3 定年前･退職前に退職金を受け取ることが
できるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

はい いいえ
わからな

い 無回答 合計

問11付問2 過去5年間に定年年齢の引き上げまたは廃止
があったか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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はい いいえ
わからな

い 無回答 合計

問11付問3 定年前･退職前に退職金を受け取ることが
できるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

はい いいえ
わからな

い 無回答 合計

問11付問2 過去5年間に定年年齢の引き上げまたは廃止
があったか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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はい いいえ 無回答 合計

問11付問3-2 定年前･退職前に退職金を受け取ること
を希望するか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

定年は延長さ
れたが退職金
は延長前の定
年年齢に達し
た年以降に受
け取ることが

できる

定年は廃止さ
れたが退職金
は廃止以前の
定年年齢に達
した年以降に
受け取ること

ができる その他 無回答 合計

問11付問3-1 どのように退職金を受け取ることができるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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はい いいえ 無回答 合計

問11付問3-2 定年前･退職前に退職金を受け取ること
を希望するか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

定年は延長さ
れたが退職金
は延長前の定
年年齢に達し
た年以降に受
け取ることが

できる

定年は廃止さ
れたが退職金
は廃止以前の
定年年齢に達
した年以降に
受け取ること

ができる その他 無回答 合計

問11付問3-1 どのように退職金を受け取ることができるか

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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老後の資産形
成のため

生活資金を補
うため

住宅ローン等
の各種返済を

するため その他 無回答 合計

問11付問3-2-1 希望する理由

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答
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老後の資産形
成のため

生活資金を補
うため

住宅ローン等
の各種返済を

するため その他 無回答 合計

問11付問3-2-1 希望する理由

総数

F1 性別 男性

女性

無回答

F2 年齢 30歳未満

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答

F6 就業形態 正規雇用社員

契約社員

嘱託社員（再雇用者）

パートタイム・アルバイト

その他

無回答

F8 退職･転職経験の
有無

ない

ある

無回答

F9(1) 昨年一年間の
あなたの年収

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500万円以上

無回答

企業票F3 従業員数 30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

JILPT 調 査 シ リ ー ズ  No.195 

「企業における退職金等の状況や財形貯蓄の活用状況に関する実態調査 

（企業調査）」および「勤労者の財産形成に関する調査（従業員調査）」 

 
発行年月日 ２０２０年３月１３日 

編集・発行 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 

〒 177-8502 東京都練馬区上石神井 4-8-23 

（照会先） 研究調整部研究調整課 TEL：03-5991-5104 

印刷・製本 株式会社 キタジマ 
 

© 2020 JILPT Printed in Japan 

* 資料シリーズ全文はホームページで提供しております。（URL：https://www.jil.go.jp/） 

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）


	付属統計表（企業調査）
	付属統計表（従業員調査）
	奥付


 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20200309175251
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     -1173
     427
    
     None
     Up
     5.6693
     0.0000
            
                
         Both
         43
         AllDoc
         45
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     0.0000
     Top
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     0
     196
     195
     196
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





